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女性がすごし

易い港湾

（地域全体）

人口、地理的条件、
自然資源・観光、
歴史・文化　等

（港湾）

港の風景、貿易品、
相手国、工業集積、
港の歴史、港の施
設　等

（都市）

街並み、姉妹都市、
地場産業、市民憲
章、交通体系　等

地
域
の
個
性
を
活
か
す

景観に優れた

　　　港湾

国際先進産業が
立地する港湾　　

人と海とのふれ
あい港湾

海洋文化の
　薫り漂う

　　港湾

環境産業が　　
幅広く展開する　
　　 港湾

新エネルギー
の拠点となる　
　　 港湾

歴史、ロマンが
　実感できる　　
　　　港湾

ｅｔｃ

高度に情報化
された港湾

若者が集う
　　港湾

バリアフリーが
撤底した港湾

海を舞台とする
芸術・教育の
港湾
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み
な
と
ま
ち
づ
く
り

地域の個性的な発展を支える
みなとまちづくりの推進

地域の特色

都市

港湾



港湾地域へのアクセス状況
0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｈ5

Ｈ12

良好な地域 立ち入り不可・不便な地域

全　国

左以外駐車場より240m未満自動車

左以外バス停より1,200m未満バ　ス

左以外駅より1,200m未満鉄　道

不便な地域良好な地域交通手段注1)「港湾地域」とは、港湾計画において土地利用計画を定めている範囲である。
注2)アクセス状況については、港湾地域に敷設されている交通網の各基点（鉄道駅、
　　　バス停、駐車場等）からの利用圏域（基点を中心とし、交通手段別の誘致距離を
　　　半径とする円）を描き、それに基づいてアクセスのしやすさの程度を、「良好な地
　　　域」、「不便な地域」の２つに区分して、それぞれの地域の面積が全体地域の面
　　　積に対してどの程度の割合を占めているかによって算出した。

駅 駅 駅

鉄道の利用圏域(1,200m未満)

バス停の利用圏域(　 　〃　　)
自動車の利用圏域(240m未満)

アクセス状況＝
港湾地域（□内の陸域）

鉄道 バス 車＋ ＋ ー重複部分

資料：岡田智秀他「臨海部におけるﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｱｸｾｽに関する研究（その１～その３）」’94日本沿岸域会議研究討論会講演概要集　No.7(1994年5月)の考察をもとに、港
　　　 湾管理者へのアンケート調査結果により国土交通省港湾局作成 35



国際港湾の被害がもたらした全国及び国際経済への影響

【阪神・淡路大震災による神戸港への被害】 【神戸港の被害による企業活動への主な影響】
（平成7年1月）

被害状況

物流コスト

約2,400億円

港湾関連依存産業

約3,600億円

被害額(推定) 1兆6,000億円

国名 業種 影　響

・小物部品の空輸への切り替え
・周辺各国からの基幹部品の調達

・一部基幹部品の調達を大阪港、
　名古屋港へ切り替え

・神戸港を利用できないため、迂回
　路により、輸送期間が長期化。

・神戸港から部品を送れずコン
　テナヤードに滞留

日本
自動車
メーカー

・アジア向け完成車の輸出を、神戸
　港から大阪港、名古屋港へ切り
　替え

冷蔵庫
メーカー

タイ

マレーシア

・新製品用金型が神戸港で滞留、
　生産開始時期が延期

エアコン
メーカ

テレビ
メーカー

港湾施設の被害

約1兆円

※「港湾施設の被害」は兵庫県推計、他は運輸省推計 36



東海地震等の大規模災害の切迫性

・東海地震は過去、１００年～１５０年の周期で繰り返し発生

・最後の地震が１８５４年に起きてから既に１４８年経過して

　いつ東海地震が起きてもおかしくない状況
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防波堤、防潮堤等

コンテナターミナルにおける耐

震強化岸壁、背後の臨港交通

施設等

上記に加え、多目的に利用可

能なオープンスペースとしての

広場・緑地

緊急物資用の耐震強化岸壁、

背後の臨港交通施設等

代表的施設

④背後地域の安全性を確保

③一定の幹線貨物輸送機能の確保

②臨海部における防災拠点としての機能

①緊急物資、避難民等の輸送機能

災害時に港湾が果たすべき機能

災害時に港湾が果たすべき機能
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コンテナ埠頭の安全管理事例

（横浜港南本牧埠頭）　

　　埠頭全体

埠頭監視カメラ

作業ヤード内ゲート

　　埠頭フェンス

　　　埠頭出入口
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国際旅客ターミナルの安全管理事例

（博多港）

　　監視カメラ

　　ターミナルビル全体

　　ゲート式金属探知機

　　監視室監視モニター 40X線手荷物検査装置



沿岸域に関する国民のニーズ調査結果
（平成14年1～2月国土交通省実施）

一般国民を対象にしたアンケート調査によると、海や海辺に関して問題と感じている、
あるいは身近に起こっている事例の上位を環境分野の問題が占めた。

海や海辺に関して問題・不満に感じていること

0

10

20

30

40

50

60

海
辺
の
自
然
環
境
海
岸
漂
着
物

市
民
が
近
づ
け
る
海
辺
の
状
況

海
辺
の
生
物
の
生
息
環
境

プ
レ
ジ
ャ
ー
ボ
ー
トの
利
用

干
潟

海
洋
汚
染

漁
業

海
岸
侵
食

マ
リ
ン
レ
ジ
ャ
ー
人
口

回
答
数

海や海辺に関して身近に起こっている問題事例
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注）沿岸域総合管理研究会（事務局：港湾局、河川局、国土計画局）がホームページ上で実施（回答数121件）
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沿岸域に関する地方公共団体アンケート結果
（平成14年2月国土交通省実施）

地方公共団体を対象にしたアンケート調査によると、沿岸域で生じている問題事例の
多くが環境分野の問題であった。

沿岸域で生じている問題事例
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注）沿岸域総合管理研究会が沿岸域の地方公共団体を対象に実施（回答数2402件）
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海への認識の世代間ギャップ

若い世代ほど海への親近感が薄れている。自然海岸ふれあい可能率の低さとの相関がうかがわれる。

世論調査において「海辺へ行った」とする者(2,017人)に、10年程前の状況との比較で「海辺の景観」に対する意識
を聞くと、若者については「変わらない」とする割合が高いものの、年齢層が上がるにしたがい、「悪くなった」とする
割合が高まっている。

市民意識アンケ－ト調査(2000年7月)をもとに港湾局作成

「海辺ニ－ズに関する世論調査」2000年8月、総理府をもとに港湾局作成

河川局編「海岸統計」（各年度版）、敷田麻美・小荒井衛「1960年以降の日
本の自然海岸の改変の統計学的分析」（「日本沿岸域学会論文集」、1997
年3月）をもとに港湾局作成 43



建設コストの縮減

○次世代対応の技術基準導入

仕様規定型から性能規定型へ

国際標準化
・ISOによる設計手法標準化
　　・信頼性設計法の導入　　　　

環境・安全への配慮
・リサイクル　　　　　　　　
　　・ライフサイクルアセスメント

　　→性能規定型設計手法に対応した評価体制の検討

○ライフサイクルコスト評価に基づく施設整備、
　維持・補修の実践
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我が国の港湾の技術基準の
開発途上国への普及と国際標準化

• 港湾の技術基準の開発途上国への普及
– ODA委託調査費等の活用による開発途上国
における技術基準策定の支援

(インドネシア等)
– NGOによる港湾の技術基準の現地語への翻
訳 (ヴェトナム等)

• 技術基準の国際標準化 (ISO化)
– PIANC等を通じた技術基準の国際標準化へ
の取り組みを支援

– アジア域に固有な港湾の技術基準のあり方
に関する意見交換と世界に向けた情報発信
(APEC，北東アジア港湾局長会議等)
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